




Questionnaire on Impairment of Tangible Fixed Assets: Changes in Practices and 




The impairment accounting standard, one of Japan's accounting standards, became compulsory in 2006 
to ensure the transparency of financial statements, eliminate  discretionary valuation by management, and 
achieve international harmonization of accounting standards. Since then, questionnaire surveys on corporate 
impairment practices and management decision-making have been conducted to investigate attitudes toward 
the introduction of the impairment accounting standard, and specifically the impact and the degree of its 
adoption. Based on those survey results, this paper conducted a questionnaire survey on the impairment of 
tangible fixed assets owned by companies, focusing on the valuation method of real estate, while considering 
the nature of governance and valuation experts. We found some changes in the grouping of assets and the cal-








































る機会を作ってしまい（Glover et al. 　
2014）、場合によっては自身の知識を過
度に頼り専門家の関与を嫌う傾向にある









Liburd et al. 2014）（Brink et al. 2016）。
さらに、内部評価専門家を使用している
場合には、主観的な手続きを適用する傾
3） 公開会社会計監督委員会（PCAOB :Public Company Accounting Oversight Board）は米国における監査法人
の監督機関のことである。
向が高く（Joe et al. 2014）金融 FVM と
非金融 FVM の独立した見積りの際に、
社内と第三者評価専門家に差異が確認さ















































57 社で回答率は 7.1% であった。質問票
送付日は 2017 年 7 月 10 日で、回答締切
日を 2017 年 7 月 28 日と設定した。送付
先は、送付先企業の経理部である。
２－２．質問表のデザイン




































































































































































































































































































































































































上層部 20 57% 18 82%
それ以外 15 43% 4 18%
総計 35 100% 22 100%
（1－ 2）
慎重になった 変わらない
上層部 4 57% 34 68%
それ以外 3 43% 16 32%
総計 7 100% 50 100%
（1－ 3）
内部評価 外部評価
ガイドラインあり 17 49% 14 64%
ガイドラインなし 18 51% 8 36%
総計 35 100% 22 100%
（1－ 4）
上層部 それ以外
ガイドラインあり 20 53% 11 58%
ガイドラインなし 18 47% 8 42%
総計 38 100% 19 100%
（1－ 5）
慎重になった 変わらない
ガイドラインあり 4 57% 27 54%
ガイドラインなし 3 43% 23 46%
総計 7 100% 50 100%
（1－ 6）
慎重になった 変わらない
外部評価 3 43% 19 38%
内部評価 4 57% 31 62%









































































問１　グルーピング基準 2010 年 2017 年
１．工場別 26社 13.8% 7 社 12.3%
２．事業別 112 社 59.3% 38 社 66.7%
３．製品別 10社 5.3% 3 社 5.3%
４．地域別 26社 13.8% 4 社 7.0%
５．その他 14社 7.4% 4 社 7.0%
６．無回答 1社 0.5% 1 社 1.8%
７．調査数 189 社 100.0% 57 社 100.0%
問３　使用価値測定による割引率の決定ベース 2010 年 2017 年
１．固有のリスクを考慮して決定している 14社 8.0% 11 社 19.3%
２．資本コストなどを考慮して決定している 95社 54.0% 19 社 33.3%
３．市場平均利子率などを考慮して決定している 37社 21.0% 14 社 24.6%
４．ノンリコース・ローンの利子率などを考慮して決定している 1社 0.6% 2 社 3.5%
５．追加利子率などを考慮して決定している 3社 1.7% 2 社 3.5%
６．その他 24社 13.6% 5 社 8.8%
７．無回答 2社 1.1% 4 社 7.0%
８．調査数 176 社 100.0% 57 社 100.0%
問４　事業用資産の回収可能価額の算定結果 2010 年 2017 年
１．使用価値が高いことが多かった 56社 31.8% 27 社 47.4%
２．正味売却価額が高いことが多かった 32社 18.2% 11 社 19.3%
３．両者ほぼ同じである 18社 10.2% 6 社 10.5%
４．回収可能価額を計算したことはない 43社 24.4% 7 社 12.3%
５．その他 22社 12.5% 4 社 7.0%
６．無回答 5社 2.8% 2 社 3.5%
































問７　経験した減損会計実務 2010 年 2017 年
１．減損の兆候はこれまでみられていない 17社 6.7% 5 社 8.8%
２．減損の兆候は認識されたが減損損失は計上していない 26社 10.2% 4 社 7.0%
３．遊休資産などで減損損失を計上 117 社 46.1% 30 社 52.6%
４．本業以外の投資資産などで減損損失を計上 17社 6.7% 4 社 7.0%
５．本業の事業用資産で減損損失を計上 70社 27.6%
６．その他 6社 2.4% 12 社 21.1%
７．無回答 1社 0.4% 2 社 3.5%
８．調査数 254社 100.0% 57 社 100.0%
問９　減損会計をめぐる状況 2010 年 2017 年
１．社内の理解が得られ、経営計画の見直しに用いている 53社 18.2% 15 社 16.1%
２．社内の理解が得られ、投資家に対する情報として有用である 22社 7.5% 12 社 12.9%
３．固定資産の利用目的や利用度合いが厳しく精査されるよう
になった 68社 23.3% 19 社 20.4%
４．事業の選択と集中をより明確に検討するようになった 38社 13.0% 18 社 19.4%
５．リース取引や証券化、あるいは売却など貸借対照表のスリ
ム化を心掛けるようになった 13社 4.5% 3 社 3.2%
６．利用度合いの低い資産を売却したり、不採算部門を閉鎖し
たりした 51社 17.5% 15 社 16.1%
７．資本コストや操業度にこれまで以上に気を配るようになった 22社 7.5% 4 社 4.3%
８．その他 23社 7.9% 4 社 4.3%
９．無回答 2社 0.7% 3 社 3.2%
10．調査数 292 社 100.0% 93 社 100.0%
問 10　減損会計の実務をめぐる状況 2010 年 2017 年
１．子会社などとの経理に関する連絡を密にするようになった 57社 20.1% 15 社 16.5%
２．子会社との経理に関する連絡や支援に関して負担が増えた 44社 15.5% 13 社 14.3%
３．会計実務上の負担が大きく、軽減が求められる 50社 17.6% 17 社 18.7%
４．減損会計の手法に馴染んではいない 36社 12.7% 15 社 16.5%
５．減損会計の手法は定着したと感じている 74社 26.1% 24 社 26.4%
６．資金を伴わない減損損失は実感が伴わない 10社 3.5% 4 社 4.4%
７．その他 11社 3.9% 0 社 0.0%
８．無回答 2社 0.7% 3 社 3.3%
９．調査数 284 社 100.0% 91 社 100.0%
問 11　減損会計を適用するに当たりガイドラインの設置状況 2010 年 2017 年
１．独自のガイドラインを設けている 111 社 63.1% 31 社 54.4%
２．独自のガイドラインを設けていない 59社 33.5% 24 社 42.1%
３．その他 5社 2.8% 0 社 0.0%
４．無回答 1社 0.6% 2 社 3.5%
５．調査数 176 社 100.0% 57 社 100.0%
問 16　減損会計の適用による効果や影響 2010 年 2017 年
１．資産状況について適切な開示が行われるようになった 26社 7.3% 13 社 12.0%
２．資産の所有意図がより明確になった 61社 17.2% 16 社 14.8%
３．中長期経営計画をより厳密に立案するようになった 20社 5.6% 5 社 4.6%
４．不良資産の処分推進に役立った 97社 27.3% 15 社 13.9%
５．減損回避のためにセグメントを見直した 4社 1.1% 3 社 2.8%
６．減損損失が生じた償却資産は会計と税務の二重管理が必要
となった 75社 21.1% 30 社 27.8%
７．減損損失が生じた土地で、売却不可能なものに解消困難な
差異が計上された 15社 4.2% 9 社 8.3%
８．グルーピング単位での部門別採算の管理を強化した 37社 10.4% 10 社 9.3%
９．その他 20社 5.6% 3 社 2.8%
10．無回答 0社 0.0% 4 社 3.7%






































問 13　経営上の意思決定への減損会計導入の影響 2010 年 2017 年
１．相当強く、影響を与えている 17社 9.7% 2 社 3.5%
２．一定程度、影響を与えている 110 社 62.5% 33 社 57.9%
３．あまり、影響を与えていない 41社 23.3% 16 社 28.1%
４．まったく影響を与えていない 5社 2.8% 1 社 1.8%
５．わからない 2社 1.1% 3 社 5.3%
６．無回答 1社 0.6% 2 社 3.5%
７．調査数 176 社 100.0% 57 社 100.0%
問 14　減損会計の適用による新規投資への慎重度 2010 年 2017 年
１．慎重になった 29社 15.3% 7 社 12.3%
２．変わらない 150 社 79.4% 47 社 82.5%
３．その他 10社 5.3% 0 社 0.0%
４．無回答 0社 0.0% 3 社 5.3%
５．調査数 189 社 100.0% 57 社 100.0%
問 15　減損会計の適用による新規投資への変化 2010 年 2017 年
１．主要な事業との関連性を重視するようになった 38社 20.7% 6 社 9.7%
２．より客観的な投資手法を用いるようになった 24社 13.0% 2 社 3.2%
３．一定の見直し期間を設け、採算をチェックするようになった 40社 21.7% 16 社 25.8%
４．その他 82社 44.6% 6 社 9.7%
５．わからない 0社 0.0% 29 社 46.8%
６．無回答 0社 0.0% 3 社 4.8%
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２．3年以上 5年未満 14社 24.6％
３．5年以上 7年未満 7社 12.3％






















































































































































































11．調査数 108 社 100.0%
― 54 ―
